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（写真）Shutterstock “米 OFAC ベネズエラ中央銀行・国営銀行に対する制裁を緩和” 

 

 

２０２６年４月１３日（月曜） 

 

政 治                     

「野党議員団 経済再建のための４つの提案」 

「米国の炭化水素次官 ベネズエラを訪問」 

経 済                     

「Chevron  PDVSA と増産に向けた契約締結 

～Petropiar 通じて Ayacucho 第８鉱区を開発～」 

「Chevron ベネ事業持分の拡大、譲渡を発表」 

「Suelopetrol Chevron の持分拡張の通知受けず」 

「OPEC ３月の Merey 価格は先月比６４％増」 

「輸入手続き 統一申請窓口を通じて受け付け」 

「医薬品 LETI ベネ国内で胃酸抑制薬を生産」 

 

２０２６年４月１４日（火曜） 

 

政 治                    

「米財務長官 IMF での暫定政権認識を支持」 

「OFAC 前国家法務代理人の個人制裁を解除」 

経 済                    

「OFAC 制裁ライセンス No.56 を発行 

～ベネ政府との条件付き交渉・契約を許可～」 

「OFAC 制裁ライセンス No.57 を発行 

～ベネズエラ中央銀行・国営銀行の制裁緩和～」 

「IMF ２６年のベネ GDP 成長率を上方修正」 

社 会                     

「国連 ３５％のベネズエラ移民は帰国を検討」 
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２０２６年４月１３日（月曜）             

政 治                       

「野党議員団 経済再建のための４つの提案」       

 

４月１３日 エンリケ・カプリレス議員やスターリン・

ゴンサレス議員など主要野党から離脱した野党議員グ

ループは記者会見を実施。 

 

ベネズエラの経済再建のための４つの提案を発表した。 

 

ゴンサレス議員は、経済再建の障害となる要因として、

“制度的な危機”を挙げ、“強固な制度“が国家としての信

頼性と安定性を高める成長の基盤になるとの見解を示

した。 

 

具体的な提案の１つ目は「中央銀行の再構築」。 

 

ベネズエラ中央銀行に公共金融に精通した専門家を配

置し、正しい通貨政策を執る必要があると指摘。同時に

中央銀行が行政から独立した存在になる必要があると

訴えた。 

 

２つ目の提案は「統計の公表」。 

 

「国際通貨基金（IMF）」など、経済の状態を評価できる

専門家を招聘し、ベネズエラの経済情勢について正確な

調査を実施することを推奨。その上で、独立した透明性

の高い経済統計を公表する必要があるとした。 

 

３つ目は「歳入・歳出・国家予算の透明化」 

 

国家計画を立案する上で不可欠な予算案を公表するよ

う要請。賃金改定については賛成するが、歳入と今後の

見通しが不透明で、責任ある通貨政策を執る上で、これ

らの情報を公表する必要があるとの見解を示した。 

 

４つ目の提案は「社会保護基金のコントロール強化」。 

 

医療や社会開発プロジェクトを実施するための基金に

ついて、使用用途の透明性が確保されていないと指摘。 

 

どの基金にどの程度の資金が入っており、どのように使

用されたのかを追跡調査するような仕組みが必要だと

訴えた。 

 

最後に、暫定政権に対して「我々は可能な限り混乱を起

こすことなく、自由選挙を実現し、透明な国家を作りた

いと考えている」「この目標を実現するために国会を通

じて活動をしており、国会議員として今回の提案をして

いる」と説明。暫定政権に対して、これらの提案の検討

を要請した。 

 

 

（写真）@stalin_gonzalez 

 

「米国の炭化水素次官 ベネズエラを訪問」         

 

在ベネズエラ米国大使館は公式 SNS にて、米国・炭化

水素・地熱エネルギー局の Kyle Haustveit 次官がベネズ

エラを訪問し、デルシー・ロドリゲス暫定大統領と会談

すると発表した。 

 

大使館は、Haustveit 次官のベネズエラ訪問の目的につ

いて、Chevron と PDVSA の署名式に出席するためと説

明した（本件は、本号「Chevron  PDVSA と増産に向

けた契約締結」を確認）。 
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また「我々はドナルド・トランプ大統領が掲げている 3

段階の計画（国家の安定・経済の再建・移行）を着実に

進めており、ベネズエラの経済変革に向けて取り組んで

いる」と補足した。 

 

 

（写真）@usembassyve 

 

経 済                        

「Chevron  PDVSA と増産に向けた契約締結     

 ～Petropiar 通じて Ayacucho 第８鉱区を開発～」   

 

４月１３日 米国のエネルギー会社 Chevron は、デル

シー・ロドリゲス暫定大統領ら立ち合いの下で、PDVSA

と増産について署名を交わした。 

 

署名を交わしたのは「Chevron Venezuela」の Mariano 

Vela 社長および Mariano Gandara 副社長。PDVSA は

Héctor Obregón 社長が署名した。 

 

 

この合意が発表される以前、ロイター通信は、Chevron

がオリノコ原油地帯にある Ayacucho 第８鉱区の開発に

専念するために Loran ガス田の自社持分をベネズエラ

に譲渡すると報じていた。 

 

Chevron は以前から Loran ガス田の開発に向けて協議

を進めていた。同ガス田は、７兆立法フィートを超える

ガスの埋蔵が確認されていたものの、開発に至っていな

かった。 

 

そして、Chevron はベネズエラにおける主力プロジェク

ト Petropiar の 事 業 に 注 力 す る た め 、 開 発 地 域 を

Petropiar に隣接する Ayacucho 第８鉱区まで拡張する

ことを決め、PDVSA と合意に至ったという。 

 

なお、エネルギー分析会社「Welligence Energy Analytics」

は、Chevron は Ayacucho 第８鉱区の開発を進める一方

で、Loran 沖合ライセンスの６０％の持分をベネズエラ

に譲渡すると指摘。 

Loran ガス田は Loran-Manatee 鉱区のベネズエラ側に

あたるため、暫定政権が同ガス田の開発ライセンスを

Shell に再付与する見通しと説明している。 

 

ベネズエラの天然ガス開発プロジェクトについては、

「ウィークリーレポート No.450」を参照されたい。 

 

「Chevron ベネ事業持分の拡大、譲渡を発表」                  

 

（以下は４月１４日のニュースだが、前のニュースと関

連しているので４月１３日に記載している） 

 

４月１４日 Chevron は、声明を発表。 

Chevron のベネズエラ子会社と PDVSA が資産交換に

合意したことを明らかにした。 

 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/cc4c5d6cda21ae6ad732f764b212d003.pdf
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声明では、「この相互利益的な合意により、すべての関

係者が同国における戦略的資産に集中することが可能

となる」と説明。 

 

具体的には、Chevron は合弁会社「Petroindependencia

（モナガス州、アンソアテギ州にまたがるオリノコ原油

地帯の開発権を持つ合弁会社）」において、追加で１３．

２１％の持分を取得すると発表。 

 

Chevron がすでに保有していた約３６％と合わせ、合計

４９％に達することになる。 

 

また、「Petropiar」の持分３０％に変更はないが、

Ayacucho 第８鉱区の開発権を得たと説明。 

 

これらの見返りとして、 

「Chevron が保有する沖合ガス鉱区 Plataforma Deltana

の Loran ガス油田を含むブロック２の運営持分６０％、 

および Macuira ガス油田を含むブロック 3 の運営持分

１ ０ ０ ％ 、 ベ ネ ズ エ ラ 西 部 に 位 置 す る 合 弁 会 社

Petroindependiente における２５．２％の非運営持分を

ベネズエラへ譲渡する」 

と説明した。 

 

Chevron の Javier La Rosa 社長は、今回の合意について、

「ベネズエラにおける重質油分野での地位を強化する

ことができる」と評価。 

 

特に Petropiar を通じて Ayacucho 第８鉱区が開発でき

る点を好意的に評価している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

「Suelopetrol Chevron の持分拡張の通知受けず」                  

 

ベネズエラ民間石油会社 Suelopetrol は、Chevron によ

る Petroindependencia の持分４９％への引き上げにつ

いて、株主総会の開催や決議などで事前に通知を受けて

いなかったとの声明を発表した。 

 

Suelopetrol は声明の中で、２０２４年まで延長された

合弁契約の条件に基づき、同社は当該プロジェクトの

１％を保有しており、構造変更が行われた場合には最大

３％まで拡大できる可能性があると説明。 

 

株式移転に関する完全な説明を受ける権利があると主

張した。 

 

また Suelopetrol は、当該プロジェクトについて、株式

移転の詳細な説明および現在の出資構成の開示を受け

る権利があると強調している。 

 

「OPEC ３月の Merey 価格は先月比６４％増」                  

 

OPEC は月例レポートにて、ベネズエラの代表油種

Merey 原油の３月の市場価格を発表した。 

 

OPEC によると、３月の Merey 原油の価格は８５．９

２ドル／バレル。２月の５２．３１ドル／バレルから約

６４％（３３．６１ドル／バレル）上昇した。 
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また、OPEC は、加盟国の２０２６年３月の産油量を更

新した。 

 

ベネズエラ石油省がOPECに報告した３月の産油量は、

先月から日量７．５万バレル増えて日量１０９．５万バ

レル。２０２６年１月から着実に回復しており、４月に

は日量１１０万バレルまで回復する見込み。 

 

 

 

一方、OPEC の第３者専門家の調べによる３月のベネズ

エラ産油量は先月から日量７．９万バレル増え、日量９

８．８万バレル（暫定値）だった。 

 

 

（写真）OPEC 

 

「輸入手続き 統一申請窓口を通じて受け付け」                  

 

４月１３日 「徴税庁（SENIAT）」は、今後の輸入申請

手続きについて、「対外貿易委員会（Comex）」のウェブ

サイト上にある「統一申請窓口（Planilla Única）」を通

じて受け付けると発表した。 

 

 

 

 

SENIAT は、この措置について、「国内生産の強化に向

けて行政手続きを簡素化することを目的にしている」

「この取り組みにより、輸入手続きにおける透明性、迅

速性、アクセス性の向上を確保する」 

と説明した。 

 

なお、Comex のプラットフォーム上で対象商品の関税

コードを入力すれば、同品目の輸入に必要な要件を確認

できるという。 

 

「医薬品 LETI ベネ国内で胃酸抑制薬を生産」         

 

医薬品メーカー「Grupo LETI」はベネズエラ国内で初

めて胃酸抑制薬を生産・発売すると発表した。 

 

同社が生産する胃酸抑制薬の名前は「Novanta」。 

本製品の発売は、消化器内科分野で最も重要な治療的進

展を意味し、胃酸関連疾患に苦しむ患者に対する決定的

な解決策になると発表した。 

 

LETI によると、胃食道逆流症（GERD）は、ベネズエ

ラで受診される代表的な症状の一つ。 

 

推計では、国民の５人に１人がこの疾患を患っており、

５４０万人以上が胸やけや胃酸過多といった症状に日

常的に苦しんでいるという。 

 

しかし、従来の治療法である「プロトンポンプ阻害薬

（PPI）」では症状が改善しない患者も多く、GERD 患

者の相当数が生活上の問題を感じているという。 

 

LETI は、Novanta の販売により、これらの問題が解決

すると説明。国内で製造することにより患者への安定供

給が確保され、GERD 患者の生活の質の改善に大きく

貢献できるとした。 

 



 VENEZUELA TODAY 
２０２６年４月１３日～４月１４日報道           No.１３５７   ２０２６年４月１５日（水曜） 

6 / 8 

 

２０２６年４月１４日（火曜）              

政 治                       

「米財務長官 IMF での暫定政権認識を支持」        

 

「ベネズエラ・トゥデイ No.1355」にて、IMF が加盟国

に対して、暫定政権をベネズエラ政府と認識するかどう

かの協議プロセスを開始しているとの記事を紹介した。 

 

本件について、米国の Scott Bessent 財務長官は、IMF

が加盟国との内部協議を実施し、ベネズエラに関する今

後の対応を検討していること認め、米国政府としてロド

リゲス暫定政権が IMF 加盟国として認められることに

支持を表明した。 

 

なお、Bessent 長官は、IMF とベネズエラ政府との関係

について、ベネズエラの政府認識についての加盟国の意

見が分かれ、２０１９年以降停止されていることを説明

した。 

 

「OFAC 前国家法務代理人の個人制裁を解除」         

 

４月１４日 米国の「外国資産管理局（OFAC）」は、個

人制裁リストからベネズエラの弁護士で政治家の

Reinaldo Muñoz Pedroza 氏を削除した。 

 

Muñoz 氏は２０１５年から国家法務代理人を務めてい

た。国家法務代理人は、国を相手取る訴訟などに対して

国を擁護する代表者として対応する役職。 

 

しかし、２６年３月に国家法務代理人の辞任を表明。 

 

Arianny Viviana Seijo Noguera 氏が後任を引き受けてい

る（「ベネズエラ・トゥデイ No.1348」）。 

 

 

 

 

経 済                       

「OFAC 制裁ライセンス No.56 を発行        

  ～ベネ政府との条件付き交渉・契約を許可～」            

 

４月１４日 米国の「外国資産管理局（OFAC）」は、制

裁ライセンス No.56（GL56）を発行。 

 

ベネズエラ政府との条件付き契約に関する商業交渉お

よび取引を許可した。 

ただし、契約の履行（実行）には別途 OFAC の承認が

必要としている。 

 

なお、「ベネズエラ政府」とは、ベネズエラ政府に加え

て、その下部組織・機関・公的組織などを含む。また、

これらの組織が直接あるいは間接的に所有・支配する組

織も含まれる。 

 

GL56 で許可される“条件付き契約”には以下が含まれる。 

 

・  履行段階にある契約（executory contracts）  

・  履行段階のプロフォーマインボイス  

・  基本合意（agreements in principle）  

・  受諾可能な履行段階のオファー（入札・提案など）  

・  拘束力のある覚書（binding MOU）  

・  その他これに類似する合意 

 

ただし、これらの契約には「OFAC の追加ライセンス取

得を条件とする」という条項を加える必要があるという。 

 

他、ベネズエラ政府および PDVSA の債券やその他債務

清算に関連する交渉や契約の締結は認めていない。 

 

また、PDVSA やベネズエラ政府が 50％以上を保有する

企業における持分の売却、譲渡、担保設定も禁止されて

いる。 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/169b15f861578c7715fa430a583dc540.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/c6be9497a2c26ec6037fd2d4e2861626.pdf
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加えて、ロシア、イラン、北朝鮮、キューバが関連する

個人・法人との取引を禁止。中国企業あるいは中国人が

所有・支配する企業との取引を禁止している。 

 

「OFAC 制裁ライセンス No.57 を発行          

 ～ベネズエラ中央銀行・国営銀行の制裁緩和～」         

 

４月１４日 OFAC は、制裁ライセンス No.57（GL57）

を発行。ベネズエラ中央銀行および国営銀行への制裁を

緩和した。 

 

GL57 が発行されたことにより、今後は融資、送金、為

替取引、ドル建てコルレス銀行業務などが可能となると

される。 

 

GL57 は、ベネズエラ制裁規則で禁止されていた以下の

主体に対する金融サービスの提供・輸出・再輸出に通常

付随し、かつ必要なすべての取引を許可する。 

 

・ベネズエラ中央銀行（BCV） 

・ベネズエラ銀行（Banco de Venezuela） 

・労働者デジタル銀行（BDT） 

・テソロ銀行（Banco del Tesoro） 

・上記銀行が直接または間接に５０％以上の株式を保

有するすべての法人 

・「ベネズエラ政府」に該当することのみが理由で資産

凍結されている個人（現役公務員を含む） 

 

GL57 により、ベネズエラの銀行システムと国際金融シ

ステムとの接続が円滑になり、原油輸出収入の処理や国

際決済が迅速化されるとみられている。 

 

なお、ロドリゲス暫定大統領は、GL56、GL57 について

言及。「国際社会は法的保証を求めている」「制裁ライセ

ンスは時限的なもので、法的な懸念を払しょくすること

は出来ず、制裁の完全解除が必要」との見解を示した。 

 

「IMF ２６年のベネ GDP 成長率を上方修正」         

 

４月１４日 「国際通貨基金（IMF）」は、２０２６年の

各国の経済見通しを更新した。 

 

IMF は２０２６年の世界の経済成長率について、これ

までの予想から０．２ポイント下方修正し、前年比３．

１％増とした。 

 

ただし、「中東紛争を理由に下方修正はさらに大きなも

のになる可能性がある」と補足。原油の価格、天然ガス

の価格が高止まりするのであれば、成長率は同２％増に

なる可能性があるとした。 

 

一方で、ラテンアメリカ・カリブ海地域の２０２６年の

経済成長率については前年比２．３％増と予想。前回の

予想から０．１ポイント上方修正した。 

 

ベネズエラについては２６年の経済見通しを大幅に修

正。２５年１０月時点の予測では前年比３．０％減とし

ていたが、今回の修正で同４．０％増と大きく上方修正

した。 

 

また、２７年については同６％増と更に成長が加速する

見通しを示した。 

 

主要国の中では、ブラジルは２０２６年に１．９％へ減

速（２５年は２．３％）し、２７年には２．０％へ回復

すると予測している。エネルギー輸出国としての恩恵は

あるものの、世界需要の減少、肥料などのコスト上昇、

金融環境の引き締めが下げ材料になるとした。 

 

メキシコは、２０２５年の０．６％から、２６年に１．

６％、２７年に２．２％へと成長が回復する見通し。た

だし、財政引き締めや金融引き締め、米国との貿易摩擦

が投資や経済活動の制約要因となるとした。 
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以下は IMF が２６年４月に更新した南米主要国の２０２６年、２７年の経済見通し。 

 

 

 

社 会                        

「国連 ３５％のベネズエラ移民は帰国を検討」           

 

国連「難民高等弁務官事務所（ONHCR）」は、ベネズエ

ラ移民に対し、帰国に関するアンケート調査を実施した。 

 

調査数は１２８８人。 

対象はエクアドル、ペルー、コロンビア、ブラジル、チ

リ、グアテマラに住むベネズエラ人。 

 

同調査の結果、回答者の３５％が「ベネズエラへ帰国す

ること検討している」と回答。９％は「１年以内にベネ

ズエラに帰国することを検討している」と回答したとい

う。 

 

帰国を検討する理由として最も多かったのは「家族の再

統合」だが、一部では移住先での経済的な困難を理由と

する回答もあった。 

 

一方、帰国しない理由として、多くの回答者が雇用や収

入の不足への懸念、および治安への不安を挙げていると

いう。 

 

なお、ONHCR は、２０２６年にベネズエラ難民支援の

ために約３．３億ドルの資金を要請していたが、現時点

で拠出された資金はその１２％にとどまっていると述

べた。 

 

以上 


